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1.は じめに

製造物責任法は平成6年6月24日 の公布閣議を経て,平 成6年 法律第85号 と

して,平 成6年7月1日 に交付された。

本法の交付を受けて,平 成6年8月,経 済企画庁企画庁国民生活局消費者行

政第一課,法 務省民事局参事官室,厚 生省大臣官房政策課,農 林水産省食品流

通局消費経済課,通 商産業省産業政策局消費経済課,運 輸省運輸政策局消費者

行政課,建 設省大臣官房政策課が執筆 ・編集 し,製 造物責任法の解説を公表 し

た。その中で,本 法の直接の目的として,製 造物の欠陥により被害が生 じた場

(1)第4報:岩 村淳一,近 畿大学短大論集第26巻 第2号R21～39(1994,3).



合における 「被害者の保護」を挙げ,さ らにこれによって達成されることが期

待 される目的として 「国民生活の安定向上と国民経済の健全な発展に寄与する

ことを掲げている。

本稿では,本 法と開発 リスクとの関係を明らかにし,製 品開発に於る危険管

理について考察 した。

2.製 造物責任法について

製造物責任法は第一条(目 的)第 二条(定 義),製 造物の定義,欠 陥の定

義,製 造業者等の定義,第 三条(製 造物責任),製 造物責任,損 害賠償の範

囲,第 四条(免 責事由),開 発危険の抗弁,部 品 ・原材料製造業者の抗弁,第

五条(期 間の制限),第 六条(民 法の適用)か ら構成されている。本講では,

6省1庁 による解説の要約を下記に示 し,製 品開発 との関係 について考察す

る。

2.1第 一条(目 的)

この法律は,製 造物の欠陥により人の生命身体又は財産に係る被害が生 じた

場合における製造業者等の損害賠償の責任について定めることにより,被 害者

の保護を図 り,も って国民生活の安定向上 と国民経済の健全な発展に寄与する

ことを目的とする。

2.1.1趣 旨

本状は,本 法の直接の目的として,製 造物の欠陥により被害が生 じた場合に

おける 「被害者の保護」をあげ,さ らにこれによって達成されることが期待さ

れる目的として,「 国民生活の安定向上と国民経済の健全な発展に寄与するこ

と」を掲げている。
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2.2第 二条(定 義)

この法律において 「製造物」とは,製 造又は加工された動産を言う。

2こ の法律において 「欠陥」 とは,当 該製造物の特性,そ の通常予見され

る使用形態,そ の製造業者等が当該製造物を引き渡 した時期その他の当該製造

物に係る事情を考慮 して当該製造物が通常有すべ き安全性を欠いていることを

いう。

3こ の法律において 「製造業者等」とは,次 のいずれかに該当する者をい

う。

一 当該製造物を業 として製造,加 工又は輸入 した者(「以下単に 「製造

業者」という)。

二 自ら当該製造物の製造業者として当該製造物にその氏名,商 号,商 標

その他の表示(以 下 「氏名等の表」という。)を した者又は当該製造物

にその製造業者と誤認されるような氏名等の表示を した者

三 前号に掲げる者のほか,当 該製造物の製造,加 工,輸 入又は販売に係

る形態その他の事情からみて,当 該製造物にその実質的な製造業者と認

めることができる氏名等の表示を した者

2.2.1製 造物の定義(第1項)

2.2,1.1趣 旨

製造物責任は,科 学技術が進歩する中で,大 量生産 ・大量消費される工業的

製品にっいて,消 費者の安全性が,製 品の製造業者に依存する度合いが高まっ

てきたという背景のもと,製 品関連事故にっいての損害賠償責任原則を 「過

失」から 「欠陥」に転換するものである。このような背景 沿革を踏まえ,本

法は,基 本的に,人 為的な操作や処理がなされ引き渡 された動産を対象とした

ものである。
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2.2.2欠 陥の定義(第2項)

2.2.2.1趣 旨

本法における欠陥とは,広 義の蝦疵(民 法570条 の暇疵担保責任における

蝦疵)に 含まれるが,安 全性とかかわる損害を生 じないような単なる品質の綴

疵が,本 法の対象とはな らない。

2,2,3製 造業者等の定義(第3項)

2.2.3.1趣 旨

製造物責任は,現 代社会における大量生産 ・大量消費という現象に伴 う被害

者の救済を目的としているものであり,ま た,信 頼責任,危 険責任,報 償責任

などが全体 として過失責任か ら欠陥責任への転換の根拠とされていることを勘

案すると,そ の責任主体の範囲については,業 として製造,加 工 もしくは輸入

した者又は製造物に一定の表示を した者を含めることが適当である。

2.3第 三条(製 造物責任)

製造業者などは,そ の製造,加 工,輸 入又は前条第三項第二号若 しくは第三

号の氏名等の表示を した製造物であって,そ の引き渡 したものの欠陥により他

人の生命,身 体又は財産を侵害したときは,こ れによって生 じた損害を賠償す

る責めに任ずる。ただし,そ の損害が当該製造物にっいてのみ生 じたときは,

この限 りでない。

2.3.1製 造物責任

2,3.1.1趣 旨

本条は,製 造業者等が負う製造物責任の責任根拠規定であり,故 意又は過失

を責任要件とす る不法行為(民 法709条)の 特則 として欠陥を責任要件とす

る損害賠償責任を規定 したものである。
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2.3.2損 害賠償の範囲

2.3.2.1趣 旨

本法に基づ く損害賠償請求権は損害の発生を当然に要件とす るものである

が,そ の範囲については,基 本的には不法行為責任で採用されている相当因果

関係により判断される。ただ し,い わゆる 「拡大損害」が発生 していない場合

の製造物 自体の損害は,本 法の賠償責任の対象としていない。

2.4第 四条(免 責事由)

前条の場合 において,製 造業者等は次の各号に掲げる事項を証明 したとき

は,同 条に規定する賠償の責めに任 じない。

一 当該製造物をその製造業者等が引き渡 した時における科学又は技術に

関する知見によっては,当 該製造物にその欠陥があることを認識するこ

とができなかったこと。

二 当該製造物が他の製造物の部品又は原材料 として使用された場合にお

いて,そ の欠陥が専 ら当該他の製造物の製造業者が行 った設計に関する

支持に従ったことにより生 じ,か っ,そ の欠陥が生 じたことにつき過失

がないこと。

2.4.1本 条の趣旨

本条は,第3条 に基づき製造業者等が製造物責任を負う場合に,当 該製造業

者が一定の事情を立証することによって,第3条 に規定する賠償の責めを免ず

る趣旨であり,民 法その他の法律によって生 じた損害賠償責任にっいてまで効

力が及ぶ ものではない。

具体的には,い わゆる 「開発危険の抗弁」及びいわゆる 「部品 ・原材料製造

業者の抗弁」の2っ を規定している。
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2.4.2開 発危険の抗弁(第1号)

2.4.2.1趣 旨

開発危険とは,製 品を流通に置いた時点における科学 ・技術知識の水準に

よっては,そ こに内在する欠陥を発見することが不可能な危険をいう。このよ

うな開発危険にっいてまで製造業者等が責任を負 うこととすると,研 究 ・開発

及び技術開発が阻害され,ひ いては消費者の実質的な利益を損なうことになり

かねないことか ら,当 該欠陥が開発危険に相当することを製造業者等が立証 し

たとき製造業者等を免責する開発危険の抗弁が必要である。また,開 発危険を

抗弁として明示することにより,高 度な科学 ・技術知識に係 る予見可能性に関

する証明責任が製造業者等に帰することが明 らかになり,審 理の迅速化に資す

ると考えられる。

なお,諸 外国においても多 くの国で開発危険の抗弁が認められている。

2.4,3部 品 ・原材料製造業者の抗弁(第2号)

2.4.3.1趣 旨

製造物責任が当該製造物の欠陥の存在に着目して損害賠償責任を認めるもの

である以上製品 ・原材料 といえども,欠 陥が存在 した場合には,そ の製造業者

は損害賠償責任を負 うこととなる。

しか し,① その部品 ・原材料が組み込まれるる他の製造物の製造業者が行う

設計に関する指示に従わざるを得ず,そ れゆえに欠陥が生 じるというケースが

あり得 ること,② 指示に従った部品 ・原材料製造業者にっいては,指 示を した

製造業者と同程度の欠陥の回避可能性,ひ いては帰責性を問うことは適当では

なく,公 平性を欠 くものと考え られる。

このため,か かる部品 ・原材料製造業者にっいては,そ の欠陥がこれらを組

み込んだ他の製造物の製造業者が行 った設計に関する指示のみに起因するもの

であり,そ の欠陥の発生にっいて過失がなかったことを証明 したときは,政 策
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的観点か ら,そ の責任を免責することとしたものである。

2.5第 五条(期 間の制限)

第三条に規定する損害賠償の請求権は,被 害者又はその法定代理人が損害及

び賠償義務社を知った時か ら三年間行わないときは,時 効によって消滅する。

その製造業者等が当該製造物を引き渡 した時か ら十年を経過 したときも,同 様

とする。

2前 項後段の期間は,身 体に蓄積 した場合に人の健康を害することとなる

物質による損害又は一定の潜伏期間が経過 した後に症状が現れる損害について

は,そ の損害が生 じた時から起算する。

2.5.1趣 旨

本条は,法 的安定性の確保の必要性等を勘案 し,一 定の期間の経過により,

第3条 に基づ く被害者の損害賠償請求権を制限する趣 旨である。

2.6第 六条(民 法の適用)

製造物の欠陥による製造業者等の損害賠償の責任については,こ の法律の規

定によるほか,民 法(明 示二十九年法律第八十九号)の 規定による。

2.6,1趣 旨

本条は,本 法が過失責任主義に基づ く民法の不法行為責任制度に加えて,新

たに欠陥を責任原因とする不法行為責任制度である製造物責任制度を導入す る

ものであって,民 法の不法行為責任制度の特則となるものであり,本 法に特段

の定めがない事項については,民 法の規定が適用されることを明 らかにしてい

るQ
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民法の規定によるところとなる規定の例としては,① 過失相殺(民 法722

条2項),② 複数の責任主体の関係(民 法719条),③ 損害賠償の方法(民

法722条1項,417条)な どがある。

2.7附 則(施 行期日等)

1こ の法律は,公 布の日か ら起算 して一年を経過 した日から施行 し,こ の

法律の施行後にその製造業者等が引き渡 した製造物にっいて適用する。

2.7。1施 行期日等(第1項)

(1)「 この法律は,公 布の日か ら起算 して一年を経過 した日から施行 し」

の意義

附則第1項 においては,本 法の施行期 日を公布の日から起算して一年を経過

した日から施行 し,こ の法律の施行後に製造業者等が引き渡 した製造物につい

て適用することを規定 している。

周知 ・対応準備期間にっいては,製 造物責任 という概念が我が国では全 く新

しいものであること,裁 判規範のみならず行為規範 としても機能するものであ

り,社 会一般に広範な影響を与えるものであることから,早 い段階から関係者

に新 しい制度の内容の周知及び対応準備のための期間を示すという観点か ら,

期間を法律の附則で確定するとともに,そ の期間を1年 としたものである。

これにより,本 法は平成7年7月1日 から施行されることになる。

6省1庁 による解説中の趣旨は上記の通 りである。
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3.製 品 開発

3.1テ レビ出火訴訟

3.1.1事 件の概要

1986年 か ら1987年6月 までに約84,000台 生産された松下電器制TH-21SI型

の21型 カラーテレビが出火。原告は大阪府八尾市の建設会社,太 子建設工業株

式会社(畑 本 登社長)。1988年3月8日15時50分 頃に火災が発生,同 社事務

所約40平 方メー トルを全焼 した。同テレビは同社の代表者の友人から寄贈 され

たもので購入 して8ヶ 月 しか経過 していなかった。火災の発生時には主電源が

コンセ ントよりONの 状態にあるが リモー トコン トロール映像 ・音声を切 っ

た状態で,受 像状態にはなかった。同テ レビが設置された応接室の隣接の部屋

で執務 していた社長が応接室より,異 常な物のはじける様な音を察 し,応 接室

の様子を確認 したところ,テ レビ本体後部より黒煙の発生を認め119番 に通報

し,直 後電源コー ドをコンセントより引き抜き電源をOFFに,そ の時コンセ

ントは熱を帯びてはいなかった。当社員はその時,念 のためブレカーを切 り重

要書類等を携帯の上,屋 外に避難 した。テ レビは全 く原形をとどめず,テ レビ

設置の床カーペ ットには深 く焼けた部分はなかった。かかる結果か ら 「テ レビ

の欠陥による出火が原因で事務所が全焼 した」として,テ レビ製造元の松下電

機産業を相手に,製 造物責任を問い約730万 円の損害賠償を求めた。

3.1.2判 例の概要

1944年3月29日 大阪地方裁判所水野 武裁判長は,家 電等の工業製品の製

造物責任にっいて 「製品の欠陥が認められれば,製 造者の過失が推定される」

との初判断を示 したうえで,判 決はまず,火 災の原因にっいて,目 撃証言や,

焼け跡の状況,他 の原因を否定する消防署の報告書などから 「火災はテ レビ本

体の発火による」と認定。 「不正に使ったため電源 コー ドから火が出た」との

一101一



松下側の主張を退けた。

次に,テ レビのような規格化 された工業製品の製造物責任っいて,利 用方法

に問題がない場合,「 社会通念上,製 品に要求 される安全性を欠 き,相 当に危

険なら欠陥があるというべ き」で,「欠陥が立証されれば,製 造業者に過失が

あったと推定できる」とした。

また,水 野裁判長は 「利用者はそれ以上,欠 陥原因など具体的内容を解明す

る責任は負わず,製 造者が責任を免れるにはこの推定を覆す必要がある」と述

べた。

そのうえで,問 題のテレビが購入から約八ヵ月後に通常の利用で発火 したこ

とか ら 「テレビには欠陥が認められる」と判断。

「松下側が原因を解明 していない以上,欠 陥のある製品を流通させた過失が

推定される」と結論付け,約440万 年の支払を命 じた。

3.2今 後の開発における対応

本法では,第 四条免責事由で企業が製品を出荷する際 その時点での科学 ・

技術水準では欠陥の予測が困難と立証されれば免責となる 「開発危険の抗弁」

「部品 ・原材料製造業者の抗弁」を認める一方で,大 阪地方裁判所は2.2で

挙げた製造物の定義を踏まえ 「製造の欠陥が認められれば,製 造者の過失が推

定 される」判断は 「本法かより企業寄り」という批判,消 費者救済の実効性の

向上から,特 に 「推定規定」にっいて証明負担軽減のための判例 となる。

3.3水 処理メーカーの対応

市場 には,浄 水器,整 水器,高 度水処理装置など約130種 以上の商品が出

回っている。警備補償会社セコム(東 京)の 「セコム安全水ホームユニット」

でつ くられた試飲用の 「セコム安全水」には規制値以上の一般細菌*D約1万

個以上が検出されたこと(朝 日新聞,1994,3,17),又,商 品テス トしたほ
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とんどの浄水器,イ オン整水器で,使 用開始後まもな く水道水の水質基準を超

える雑菌が繁殖することが分か ったと国民生活セ ンター(東 京都港区)発 表

(1994,11,7)。1994年9月20日 に不渡りを出 し,事 実上倒産 したジャニ ッ

クス(神 奈川県厚木市)。 同社はアルカリイオン整水器を主力製品として急成

長をなし,1993年 度には77億 円を売 り上げ,店 頭公開を計画までした企業であ

る。負債総額は56億 円和議で再建を目指 している。

アルカリイオ ン整水器は,器 内にカルシウム源であるグリセロリン酸カルシ

ウムあるいは乳酸カルシウム(食 品添加物)な どを容器に入れて設置し,水 道

水を通 して,更 に通電することにより食品添加物が電気分解を受けて酸性水と

アルカリ性水を生成する。アルカリ性水は飲むと,不 足気味なカルシウムの摂

取が出来,体 質改善,胃 腸への制酸効果があり,酸 性水は非飲用でアス トリゼ

ン効果があるとして化粧水やまな板などの殺菌に使えると云 う謳い文句で販売

されていた。ちなみに 日本人の1日 のカルシウム摂取目標は800mgが 望ましい

こと。制酸効果が期待出来る量は1日204以 上飲用する。一方,日 本で肌に良

いと云われる温泉のほとんどは弱アルカリ性温泉で,酸 性温泉は皮膚病の治療

などに有効とされ,謳 い文句とは若干異なる。

この様な トラブル,一 般細菌の問題,効 用の問題などは少 し科学を勉強すれ

ば充分理解できる事でもあるし,当 該分野の専門家あるいは研究者であれば充

分予見 されることでもある。現時点では一般細菌であるため即座に健康を害す

るとは考えにくいが,た またま,汚 染が一般細菌であったため事故とはならな

か ったが,そ れが病原性細菌例えば大腸菌等であれば明 らかに本条,第 二条,

第三条,第 四条などに抵触すると考え られる。

しか し,最 近,同 様な商品が改善 されることもな く広告でアピール してい

る。かかる行為は消費者に対する背信行為でもある。メーカーは目前の利益の

みを追求す るのではなく,本 条第一条の目的に合致 した製品造りを目指すべき

である。
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4.お わ りに

今回,テ レビの出火事故,浄 水器,ア ルカリイオン整水器の一般細菌汚染,

効用の不確定さなどについて検討 したが,特 に,浄 水器アルカリイオン整水器

については,一 般細菌ではな く病原性細菌の場合であれば,明 らかに製造物責

任法に抵触する。後者にっいては設計の段階か ら改善努力 し,よ り完成度の高

い製品を製造すべきである。

*1)水 道 法では一般細菌は100個 以下/1ml中,大 腸菌群は検出されてはいけないと

定められている。


